
３　上位計画・関連計画等

（１）第４次室蘭市総合計画（平成10年３月、室蘭市）

－「科学や工業技術に対応したまちづくり」より
１　工業振興と研究開発
　　①工業の振興方策と支援機能の充実
　　　　○産業構造の変革と新しい分野への展開
　　　　　　・工業振興ビジョンの策定
　　　　　　・テクノセンターの充実を図るとともに、道の地域産業支援センターとしての機能

を活かし、道内中小企業の技術力、研究開発等への支援
　　　　　　・国などの制度を活用して、新技術の開発
　　　　　　・技術や営業力、経営力などの能力開発
　　　　　　・特殊鋼基地としての特色を活かした産業振興
　　　　　　・情報媒体などにより、地元産業技術をＰＲ
　　　　　　・農水産業や食品加工産業など生産機械や管理システムに対する取り組み
　　　　　　・風力発電等の新エネルギー機器の開発
　　　　　　・新エネルギー・環境関連産業等の育成と展開
　　　　　　・情報・住宅・福祉関連産業等の新分野への展開
　　　　　　・異業種の企業間交流を図り、企業起こし
　　　　　　・大学等との連携によるインキュベータ機能の整備と企業起こし
　　　　　　・技術のＰＲや販路の拡大に向けた産業展を開催
　　　　　　・中国をはじめとする東アジア、ロシアなどに対応した産業の展開
　　　　　　・サハリンプロジェクトへの対応
　　　　○企業誘致の推進
　　　　　　・企業の立地動向に合わせて、香川工業団地を拡充
　　　　　　・企業誘致月間や企業誘致推進協議会を活用し、誘致活動
　　　　　　・技術や人材、用地等について、多様な情報媒体を活用しＰＲ
　　　　　　・情報網の充実やアンケート調査などを行い、企業情報の収集活動
　　　　　　・企業誘致協力員や専門員の活用
　　　　　　・研究機関等の産業立地
　　　　　　・進出企業への総合的なアフターケアを充実
　　②研究開発の展開
　　　　○研究開発機関の拡充・誘致
　　　　　　・室蘭工業大学や北海道大学理学部附属海藻研究施設、道立函館水産試験場室蘭支

場の拡充
　　　　　　・航空宇宙関連や海洋開発、素材の開発・応用などの研究開発施設の誘致
　　　　　　・公的試験研究機関の誘致
　　　　○研究開発ソフトの推進
　　　　　　・企業の研究開発機能と連携し、新しい技術や素材、製品の開発
　　　　　　・新しい産業に対応する技術の調査研究や試験研究プロジェクトの誘致
　　　　　　・新エネルギーの導入に向けた研究
　　　　　　・学術大会の誘致などによる研究開発の交流
　　　　　　・研究開発を進める人材の育成・誘致

２　科学技術の拠点づくり
　　①科学技術の振興
　　　　○推進体制の整備



　　　　　　・総合的な振興方策による科学技術の振興
　　　　　　・北海道科学技術館の設立
　　　　　　・企業、大学等教育機関、行政による科学技術振興に向けた取り組み
　　　　　　・科学技術振興に向けた人材ネットワークの形成・活用
　　　　　　・室蘭工業大学との連携による研究技術開発機能の充実
　　　　　　・室蘭工業大学の拡充
　　　　　　・室蘭工業大学の科学技術に関する学生サークル等との連携
　　　　　　・青少年科学館の展示品や実験設備の更新
　　　　○普及・啓発活動の推進
　　　　　　・科学技術都市の市民として、家庭・学校・地域での科学の学習の推進
　　　　　　・学校教育での理科教育の充実
　　　　　　・青少年科学館での科学クラブなどの充実
　　　　　　・地域の研究機関・工場の見学などの体験的学習機会の充実
　　　　　　・インターネット等を活用した科学情報ネットワークの整備
　　　　　　・ロボットサッカーなど科学技術イベントの充実
　　②高度情報社会への対応
　　　　○情報通信基盤の整備
　　　　　　・光ファイバー網など情報通信基盤の整備
　　　　　　・インターネットなど情報通信システムの活用
　　　　　　・若年層に対する情報提供の場として、ミニＦＭ局の導入
　　　　　　・小・中学校におけるインターネットによる情報ネットワークの整備
　　　　○地域情報化の推進
　　　　　　・室蘭市地域情報化基本方針の具体化
　　　　　　・保健・医療・福祉、生涯学習、災害などの分野に対応するネットワークの形成と

情報通信システムの導入
　　　　　　・情報ネットワークの形成に向けた各種のデータベース化
　　　　　　・情報通信機器の利用に対する市民意識の高揚
　　　　　　・西胆振地域や噴火湾圏などとの広域的な連携
　　　　　　・情報化の進展に伴い、個人情報の保護
　　　　　　・地域の技術情報データベースなどの整備
　　　　　　・情報関連企業の充実・誘致
　　　　○人材育成機能の拡充
　　　　　　・学校教育における情報機器の活用
　　　　　　・高度情報化に対応した情報通信機器の利用に関する市民の学習
　　　　　　・室蘭工業大学情報メディアセンターの活用
　　　　　　・産業社会の高度情報化に対応した情報処理技術者などの養成



（２）室蘭市新エネルギービジョン（平成９年３月、室蘭市）
－新エネルギー関連等の環境関連産業の創出支援より

１　研究開発型新産業の育成に関する支援策

２　モデル事業に対する支援策

○ＲＤＦ製造事業
　　・ＲＤＦ製造の広域化
　　・公的支援の適用拡大
　　・卸供給事業参入に対する優遇措置
○ゼロエミッション対策事業
　　・研究開発から事業立ち上げまでの支援
　　・公共調達の拡大
　　・環境に優しい商品の評価基準の明確化とエコマーク

等の賦与
　　・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ情報の提供、ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞの実施
　　・環境産業見本市、技術展、共同商談会等の開催など

広報支援

　　・北海道に適した標準化仕様の確立
　　・独立型太陽光発電、風力発電等のハイブリッドシス

テムの研究実証
　　・モデルシステムの案出と展示
　　・公的支援の獲得

②リサイクルシステムモデル事業

①再生可能エネルギーモデル事業

　　・ゼロエミッション・インダストリアルパーク、研究
実証フィールド用地の造成、リース

　　・各種研究実証施設、プラントのリース
　　・道、市、地域産業による共同研究センター等の整備

○人材育成
　　・新エネルギー・環境系学部の整備・充実
　　・起業家養成教育の充実
　　・公開講座の実施
　　・寄付講座、寄付研究部門制度の整備・充実
○人材流動化の促進
　　・大学ＯＢ等の人材ネットワークの整備、活用
　　・国立大学教授の兼業規制の緩和
　　・企業経営をサポートできる人材の斡旋システムの確

立
　　・ストックオプション制度の全面解禁、ポータブル年

金の導入等の待遇改善

○情報提供
　　・新エネルギー、環境関連情報の提供
　　・企業の研究開発ニーズ情報、大学の研究開発シーズ

情報の提供
　　・情報通信システムの整備
○調査コンサルティングサービスの提供
　　・研究テーマの発掘調査
　　・研究コンソーシアムの設立、共同研究のコーディネ

ート
　　・研究実証に必要な各種の紹介、斡旋、調整等の提供

○公的な支援策
　　・中小企業の投資に限定した優遇税制
　　・年金基金がベンチャー企業に投資しやすいような投

資環境の整備
　　・基盤技術促進センターの活性化等による成功払い融

資制度の導入
○ベンチャーキャピタル市場の育成
　　・米国でのナスダック市場のような公開安易な市場の

整備
　　・新規企業を投資家に紹介するコンピュータネットワ

ークの構築

①土地、施設の整備に係わる支援

③情報提供と調査コンサルティン
グサービス等の提供

②人材育成及び流動化促進に係わ
る支援

④資金支援



（３）特定中小企業集積の活性化に関する計画（平成10年６月、北海道）

項　目 内　　　容
地 域     室蘭市、登別市、伊達市の３市からなる室蘭地域
計 画 期 間     平成１０年６月３０日～平成１６年３月３１日
支 援 機 関     財団法人室蘭テクノセンター、道立工業試験場、室蘭工業大学
特 定 分 野     「高度金属加工技術やシステム設計技術を活かした新分野の製品づくり及

び高付加価値化機械装置・器具・部品の製造に関する分野」
（開発例）
　環 境 公 害 関 連        ：ゴルフ場刈り取り芝の堆肥化装置、太陽光活用の水

質浄化装置
　福 祉 医 療 関 連        ：身体障害者用各種支援装置、光造形技術による身体

部位モデル作成
　新エネルギー関連：波力発電システム、高性能風力発電装置
　食 品 工 業 関 連        ：超高圧冷凍殺菌処理装置の開発、生ゴミ廃棄物高速

処理装置の開発
　自 動 車 産 業        ：シリンダー・ブロック自動洗浄装置、クラッチ板自

動供給装置
　産 業 用 機 械        ：鉄筋自動溶接装置、早送コンベア同調自動調整装置
　そ の 他        ：通信系、情報系及び自動車関連産業等の生産ライン

の全部又は一部で使用される機械装置及び高精度金
型、治工具の製造等

事 業 内 容     支援機関が行う活性化支援事業
　①事業主体：財団法人室蘭テクノセンター
　　　・新技術・新製品に係る研究開発並びに技術融合化促進事業
　　　・人材育成事業
　　　・商品企画力及びマーケティング力等の向上事業
　　　・調査研究・成果普及事業
　②事業主体：道立工業試験場
　　　・新技術・新製品に係る研究開発
　　　・特許権その他の工業所有権に関する指導及び情報の提供
　③事業主体：室蘭工業大学
　　　・新技術・新製品に係る研究開発の指導・助言



（４）第３次北海道長期総合計画（平成10年３月、北海道）

－トライアングル共生都市圏構想（対象地域：室蘭市、登別市、伊達市）より

共感と信頼を持って、ときめく未来へ翔く地域の形成

１　ものづくり技術支援センターと産学官ネットワ
ークの充実

　　・室蘭テクノセンターの活動推進
　　・室蘭工業大学地域共同研究センターの充実と

産学間連携の推進
　　・異業種交流・技術交流システムづくり
２　人材の育成と新たな産業の創造
　　・高等教育機関等の整備・充実
　　・企業誘致と新たな産業育成
　　・室蘭地域 21 世紀活力圏創造事業の展開
３　科学・産業技術を学び・感じる場の形成
　　・科学技術の振興及び交流ネットワークづくり
　　・（仮称）科学技術館の整備の検討

科学技術の振興とものづくり拠点地域の
形成

○研究・交流の促進などを通じ、ものづ
くり拠点地域の形成を図る

１　共生都市圏の交流促進
　　・３市共通課題の検討と協議
　　・３市共同プロジェクトの検討と推進
　　・地域防災の広域連携の推進
２　地域情報の共有・情報ネットワークの整備
　　・地域の情報化及び情報公開の推進
　　・地域の情報発信と広域情報化の推進
　　・地域情報インフラの整備
３　快適環境の都市づくりや魅力の向上
　　・下水道汚泥・廃棄物の広域処理施設の検討
　　・地域資源リサイクルの推進
　　・レインボープロジェクトの推進
　　・商店街づくりの推進

対話と協調スピリットに基づく都市連携
の推進

○広域行政懇談会や市民各層との交流を
通じ、共生都市圏の形成を推進する

開拓や交流の歴史を大切にした思いやり
やいたわりを育てる文化の形成

○様々な人々との交流を通じ、健康や福
祉の社会支援システム等を共有した地
域文化の形成を図る

１　歴史を大切にする心を育む文化の醸成
　　・史跡文化財の保存整備
　　・だて歴史の杜の整備
　　・伝統芸能の継承発展
２　世界に開かれた地域文化の形成
　　・国際文化交流と開かれた地域の形成
　　・国際性豊かな人材の育成
３　健康と福祉の社会支援システムの形成
　　・プライムヘルシータウン事業の促進
　　・ボランティア養成と社会支援システムの形成

１　温泉・保養リゾートの形成
　　・登別保養リゾートの形成
　　・有珠山周辺の観光開発
　　・広域観光ルートの形成
２　海洋性レクリエーション空間の開発・整備
　　・室蘭市海洋空間総合利用拠点の形成
　　・登別漁港の周辺整備
　　・有珠地区の観光振興
３　自然とふれあう体験の場の形成
　　・追直漁港（Ｍランド構想）の整備
　　・鉱山ふれあい自然塾の整備
　　・農水産物の地域ブランドの形成
　　・（仮称）札内ファームタウンの整備

温泉や自然の恵みを生かした交流地域の
形成

○新しい広域観光ルートの設定やリゾー
ト整備などを通じ、交流地域の形成を
図る



（５）北海道工業振興指針（平成９年３月、北海道）

１　指針策定の趣旨
２　指針の性格等

指針策定の考え方

１　社会経済環境の変化
　(1)グローバル化が一層進む生産・立地と産業や

技術の空洞化の懸念
　(2)進展する技術革新と期待される独自の研究開

発の推進
　(3)新たな時代へと向かう社会構造
２　我が国工業の展望
　　・高付加価値製品の生産にシフト
　　・創造的な産業群の内発的な成長が期待

社会経済環境の変化と我が国工業の展望
１　本道産業を取り巻く環境
２　本道工業の現状
　(1)不十分な産業の集積や技術の蓄積
　(2)厳しさを増す企業立地と立地環境

としての競争力の低下
３　各地域生活経済圏の工業の現状

本道工業の現状等

本道工業の課題と可能性
１　本道工業の課題
　(1)創造的な企業群の創出・育成
　(2)創造的な技術開発の基盤の整備・充実
　(3)多様な投資の促進
　(4)質の高い産業活動環境の形成
２　本道工業の可能性
　(1)産業や生活を支える恵まれた自然・生活環境
　(2)豊富で優秀な人材
　(3)国際的な産業活動を可能とする交通基盤等
　(4)進展する多様な研究開発
　(5)本道の産業経済を先導することが期待される道央圏の集積と苫小牧東部地域

の開発

本道工業の目指す姿
　　　○活力ある企業群と産業技術の創造
　　　○多様な企業の相乗的・内発的な発展

↓
世界を舞台に活躍する企業群の集積

本道経済の発展＋我が国経済の発展の一翼＋国際社会への貢献

実現のために
１　基本的な考え方
　　研究開発機能と生産機能が一体となって展開する創造的な産業活動の場の形成
　　・意欲的な企業活動を支援
　　・特色ある産業技術創造の拠点形成と高度な産業技術創造の拠点形成
　　・本道への多様な投資の促進
２　取り組みの方向
　(1)創造的な企業群を生み出し、成長を促す
　　○企業化支援
　　○産業技術開発の促進
　　○人材の育成・確保
　(2)産業技術の厚みと拡がりを増すとともに飛躍・発展を促す
　　○公設試の整備・強化
　　○地域の公設試等の整備・強化
　　○高度な産業技術創造の拠点形成
　(3)国内外とのネットワーク形成と本道への多様な投資を促す
　　○産業活動環境の整備
　　○幅広い企業立地の促進

　　・関係者の一体となった取り組み
　　・意欲的な企業等への重点的な支援
　　・支庁の機能の強化等
　　・柔軟で機動的な施策の運用

指針の推進に向けて



（６）北海道新規成長産業分野産業振興ビジョン（平成９年１月、北海道）

社会環境の変化（ニーズの検討）

１　高齢化社会の急速な進行
２　ライフスタイルの変化
３　環境問題への関心の高まり
４　情報化の進展
５　国際化の進展
６　次世代技術の急速な進歩

事業化可能性の検討（シーズの検討）

１　企業事例・参入意向
２　研究技術シーズ
３　市場形成を促すと見込まれる施策

北海道の特性

１　積雪寒冷の気候風土
２　広域分散型の地域社会
３　全国平均を上回る急速な高齢化の進行
４　豊かな自然環境

事業化の可能性が高いと判
断される製品・サービス

新規成長分野の課題と振興方向

１　住宅・都市インフラ関連分野
　　　○住宅・住宅設備関連　　　○都市インフラ関連
２　環境・リサイクル関連分野
　　　○環境調和型製品関連　　　○資源リサイクル関連
３　情報・通信関連分野
　　　○情報・通信基盤関連　　　○ソフトウェア関連
４　産業支援関連分野
　　　○省力化機器システム関連　○新素材関連　　　　　　　　○ビジネス支援サービス関連
５　健康・福祉関連分野
　　　○健康増進施設関連　　　　○医療福祉情報システム関連　○福祉用具関連
　　　○健康食品関連　　　　　　○在宅医療・介護サービス関連
６　文化・レジャー関連分野
　　　○観光・レジャー関連　　　○文化・教養サービス関連

新規成長分野の産業振興の方策

・新たな産業の創出を支援するしくみの創設
　　１　事業化を支援する開かれたネットワーク（仮称：新産業創造支援ボード）の構築
　　　　ユーザー、事業者、学術・試験研究機関、金融機関、行政機関などの結集
　　２　新産業創造支援ボードの機能
　　　　人的交流機能、情報の受発信機能など新産業の創造に向けた様々な試みへの機会の創出
・新規成長分野産業の育成・振興方策
　　１　事業化に向けた多様な交流機能の創出
　　２　研究開発総合支援システムの構築
　　３　市場開拓の促進
　　４　人材の育成・誘致の促進
　　５　資金の確保
　　６　インフラ整備
　　７　規制緩和等

本道において取り組むべき分野

１　住宅・都市インフラ関連分野
２　環境・リサイクル関連分野
３　情報・通信関連分野
４　産業支援関連分野
５　健康・福祉関連分野
６　文化・レジャー関連分野

＜新規成長６分野の特徴＞
　①ユーザー側に立った製品・サービス群
　②様々な業種を関連づけて横断的に包含
　③それぞれの分野が相互に重複
　④ニーズの変化により多様な形で具体化



（７）経済構造の変革と創造のための行動計画（平成９年５月、閣議決定）

－新規産業創出環境整備プログラムより
雇用規模予測

(万人)
市場規模予測

(兆円)新規・成長 15分野
現状 2010年 現状 2010年

事　　例

１．医療・福祉関連分野 約 348 480程度 約 38 91程度 医療機器、医薬品、福祉用具、在宅
医療支援サービス、健康管理、シル
バーサービス　等

２．生活文化関連分野 220 355 20 43 インテリア産業、アパレル・ファッ
ション産業、スポーツ・ホビー産業、
音楽関連産業　等

３．情報通信関連分野 125 245 38 126 コンピュータ等ハードウェア・ソフ
トウェア、情報を創出・提供するサ
ービス　等

４．新製造技術関連分野 73 155 14 41 ＩＭＳ等高度生産システムの開発、
様々な新素材・材料および高機能部
品の開発　等

５．流通・物流関連分野 49 145 36 132 ディスカウントストア、通信販売、
ホームセンター、物流システム関連
機器　等

６．環境関連分野 64 140 15 37 公害防止・環境保全装置、廃棄物処
理・リサイクル装置、環境調和型素
材の開発　等

７．ビジネス支援関連分野 92 140 17 33 研究開発、情報収集・分析に関連し
た支援、業務代行サービス、セキュ
リティ　等

８．海洋関連分野 59 80 4 7 海洋性レクリエーション関連事業、
海洋資源利用に係る事業、環境保全
に係る事業等の海洋関連産業　等

９．バイオテクノロジー関
連分野

3 15 1 10 医薬品関連、食品・農林水産品関連、
化成品関連、エネルギー・環境関連、
研究支援機器関連　等

10．都市環境整備関連分野 6 15 5 16 地下空間利用等都市空間開発事業、
都市計画コンサルタント、都市整備
関連事業　等

11．航空・宇宙（民需）関
連分野

8 14 4 8 超大型機、次世代超音速機、次世代
航空機搭載用電子機器、衛星市場関
連　等

12．新エネルギー・省エネ
ルギー関連分野

4 13 2 7 太陽光発電システム、未利用エネル
ギー利用技術、コ・ジェネレーショ
ンシステム　等

13．人材関連分野 6 11 2 4 労働者派遣、有料職業紹介サービス、
社会人教育、専門学校や通信教育
等

14．国際化関連分野 6 10 1 2 コンベンションサービス、翻訳サー
ビス、海外旅行サービス、外国人支
援サービス　等

15．住宅関連分野 3 9 1 4 住宅新建材、家事支援家電機器、住
宅リフォーム産業、不動産流通業
等

合　　計 約 1060
1800程

度
約 200

550程
度

注：事例については各種資料より室蘭市作成
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